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市の申告に関する詳細や、「申告の手引き」は 

伊勢崎市ホームページで確認してください 

https://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/  

zaiseibu/shiminzei/kozin/5881.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場 期間 時間 

市役所（東館５階第１会議室） 2 月 17 日（月）～3 月 17 日（月） 9：00～16：00 

境支所（会議用庁舎１階大会議室） 2 月 19 日（水）～2 月 26 日（水）  
9：00～15：00 

※終了時間にご注意ください 
赤堀支所（２階大会議室）  3 月 3 日（月）～3 月 6 日（木） 

あずま支所（２階大会議室） 3 月 10 日（月）～3 月 13 日（木） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 市民税・県民税申告の手引き 
（伊勢崎市） 

市民税・県民税や国民健康保険税などを算出するため、令和６年中の所得について下記のとおり申告を受

け付けます。この申告で提出された申告書は、所得証明や児童手当、公営住宅の入居などの申請のための

基礎資料にもなります。２ページのフロー図をご覧いただき、申告が必要な場合は期間内にお手続きください。 

申告書の提出は郵送でお願いします 
申告会場は大変混雑します。郵送での手続きについて詳しくは３ページ 

対 象：令和６年１月１日から１２月３１日までの所得・控除 

期 限：令和７年３月１７日（月） 

会 場：下表のとおり 
 

・期間中の申告受付は平日のみです。土・日・祝日は受付していません。 

・市役所会場では月曜日、各支所会場では受付初日と２日目が大変混雑します。また全日とも受付開始直後と 

お昼前後は大変混雑します。市役所会場では受付状況により 16：00 前に受付を終了する場合があります。 

・各会場とも開始時間前の 8：30 から受付を開始します。 

 

注 意 事 項 

・市役所会場では発券機システムを導入します。これにより、右記の専用サ

イト（ネコの目.com）にアクセスすることで、会場の待ち人数や呼び出し状

況の確認をすることができます。 

また、申告を行う日の 10：30 から 14：00 までの間は、専用サイトから当

日順番予約をすることができます。 

※予約にはメールアドレスの登録が必要です。また、受付時間内にお越しい

ただけない場合は予約されていても受付ができませんのでご注意ください。 

専用サイト（ネコの目.com）は 

こちらからアクセスしてください 

 

 

 

https://www.neconome.com/800216 

市民税・県民税の申告に関するお問合せ先 

伊勢崎市役所 財政部 市民税課 

電話番号：0270-27-2717・2716（直通） 

F A X ：0270-24-5125 

※土・日・祝日を除く、8：30～17：15 

※申告期間中およびその前後は電話が繋がりにくくなります 

http://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/zaise
http://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/zaise
http://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/zaise
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令和７年１月１日時点で住んでいた 

市区町村にお問合せください 

申告は不要です 

申告は不要です 

※１ 

申告が必要です 

※２ 

申告は不要です 申告が必要です 

内容により所得税の確定申告が必要です 

申告は不要です 

勤務先から給与支払報告書の 

提出がない場合は必要です 

※１ 所得証明書等の発行が必要な場合は、申告が必要です 

※２ 収入がなかった人や非課税収入のみの人は、収入がない旨の申告をして下さい（詳しくは３ページ） 

公的年金等を受給している人について 

公的年金等の収入金額が 400 万円以下かつその他所得金額が 20 万円以下の場合、確定申告書の出は不要で

すが、所得税の還付を受ける場合や、控除を追加する場合は申告を行ってください。 

お問合せ先 伊勢崎税務署（0270-25-4045） 

会場：メガネのイタガキ文化ホール伊勢崎（市民文化会館） 

期間：令和 7 年２月 17 日（月）～３月 1７日（月） ※土・日・祝日を除く 

時間：9：00～16：00 （受付開始は８：30 から） 

※混雑緩和のため入場整理券を発行しています。16：00 前でも受付を終了する場合があるため詳しくは税務署にお問合せください。 

☆国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」では、パソコンやスマートフォンを利用して確定申告書等を作成できます。 

年末調整をした勤務先以外の収入は 

ありますか？ 

医療費控除や年末調整で控除して 

いない控除を追加しますか？ 

伊勢崎市に在住している方の 

税法上の扶養になっていますか？ 

所得税の確定申告書を提出しますか？ 

令和６年中に収入がありましたか？ 

※非課税の収入(遺族・障害年金、失業給付など)のみの人は「いいえ」 

次の内容に該当しますか？ 

・65 歳未満の人(昭和 35.1.2 以後生まれ) 

 …年金収入 98 万円以下 

・65 歳以上の人(昭和 35.1.1 以前生まれ) 

…年金収入 148 万円以下 

公的年金等の源泉徴収票に記載されている 

控除以外で、追加する控除がありますか？ 

市民税・県民税の申告が必要かご確認下さい     はい：     いいえ： 

年末調整はしましたか？ 

公的年金等以外の収入は給与のみですか？ 

令和７年１月１日時点、伊勢崎市に住んでいましたか？ 

収入は公的年金等のみでしたか？ 

所得税の確定申告について 
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申告に必要なもの 

１ 筆記用具、電卓 

 

２ マイナンバーが確認できる書類と本人確認書類 

 

３ 前年中の所得が分かる物 

①給与所得者、年金受給者は源泉徴収票や 

給与明細書など、収入の分かる物 

②事業所得者（営業等・農業）、不動産所得者は 

収支の内訳がわかる物 

４（各種控除を受ける人は）控除証明書 

①社会保険料（国民年金など）、生命保険料、寄

附金などの控除を受ける場合、前年中に支払った事

が分かる証明書 

②医療費控除を受ける場合、医療費控除の明細書 

③障害者控除を受ける場合、手帳もしくは障害者控

除対象者認定書 

※各種控除を受けるためには、証明書の添付もしくは

提示が必要となります。ご注意ください。 

収入がなかった人や非課税収入（遺族・障害年金、失業給付など）のみの人 

令和６年中に収入がなかった人や非課税収入（遺族・障害年金、失業給付など）のみの人は、収入がなかった旨

の申告をお願いします。申告をしないと国民健康保険税の軽減措置を受けられなかったり、所得証明書などを発行で

きなかったりする場合があります。 

【書き方】 

同封の申告書の表面上部の赤枠内の住所・氏名・生年月日・電話番号を記入し、裏面「収入がなかった人の記入

欄」の該当部分を記入してください。 

郵送で申告書を提出する場合 

・上記「申告に必要なもの」を確認し、コピー等を添付してください。 

提出していただいた書類はそのままお預かりするため、添付書類の原本や申告書の控えの返送を希望する場合 

は、切手を張り付けた返信用封筒を同封してください。 

・申告書表面上部の赤枠内の住所、氏名、生年月日、電話番号は必ず記入してください。記入がない場合、 

返送する事があります。 

・医療費控除を受ける場合は、領収書ではなく「医療費控除の明細書」を添付してください。 

領収書のみ送られた場合は、医療費控除の適用はなかったものとし、領収書を着払いで返送します。 

  ・郵便料金不足の場合は受け取る事が出来ません。不足のないようにお願いします。 

注 意 事 項 

〒３７２－８５０１ 

伊勢崎市今泉町二丁目４１０番地 

 

伊勢崎市役所 財政部 市民税課 行 

□ 住所・氏名・生年月日・電話番号は記入しましたか？ 

□ 必要書類は同封していますか？ 

□ 医療費控除を受ける場合 

領収書ではなく医療費控除の明細書を添付しましたか？ 

□ 送付する封筒の切手代は足りていますか？ 

 

〈送り先〉↓切り取って封筒の宛名にご利用下さい 

伊勢崎 太郎 父 
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会場 期間 時間 

市役所（東館５階第１会議室） 2 月 17 日（月）～3 月 17 日（月） 9：00～16：00 

境支所（会議用庁舎１階大会議室） 2 月 19 日（水）～2 月 26 日（水）  
9：00～15：00 

※終了時間にご注意ください 
赤堀支所（２階大会議室）  3 月 3 日（月）～3 月 6 日（木） 

あずま支所（２階大会議室） 3 月 10 日（月）～3 月 13 日（木） 

今泉町二丁目 410 番地 

同上 

伊勢崎 太郎 

イセサキ タロウ 

0270-〇〇-〇〇〇〇 

自営業 

49  8  13 

4,850,000 

1,360,000 

1,445,255 

561,200 

2,006,455 

１２３４５６７８９１２３ 

事業所得（営業等、農業）、不動
産所得がある人は収支内訳書をご
提出ください 
※様式は伊勢崎市ホームページを
確認してください 

住所・氏名・生年月日・電話番号を
ご記入ください 
本人確認書類や個人番号が確認でき
る書類のコピーも一緒にご提出ください 

国民年金 

国民健康保険 500,000 

319,200 

11,500 

80,000 

819,200 

5,000 

67,500 

60,000 

7,000 

50,000 

14,000 

12,500 

70,000 

250,000 80,000 170,000 

控除を受け
る場合は証

明書を提
示または添
付する必要

があります 

伊勢崎 一郎 15 2 12 

45 

子 
✓ 

1,230,000 

3,419,200 

伊勢崎 三郎 25 ５ ９ 
✓ 

子 

伊勢崎 二郎 

伊勢崎 月子 

子 19 11  14 

19 4 15 母 

45 

33 

伊勢崎 月子 身体 4 級 

伊勢崎 三郎 精神 1 級 

790,000 

✓ 

✓ 

430,000 
 3,349,200 

申告書表面の書き方 
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主な資産 耐用年数 償却率 

木造・合成樹脂造

の建物 

店舗・住宅用 22 0.046 

工場・倉庫用(一般) 15 0.067 

小型車（0.66Ｌ以下） 4 0.250 

貨物自動車(ダンプ式以外) 5 0.200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告書裏面の書き方 

 

７ 事業・不動産所得に関する事項（収支内訳書を添付してください） 

 所得の種類 

→営業・農業・不動産の中から記入。 

 支払者の「名称」及び「法人番号または所在地」等 

→取引先の情報を記入。 

 収入金額 

→前年中の売上金額、自家消費(自らの家で使用した品物など)その他の収入の金額を記入。 

 必要経費 

→仕入金額や経費があればその合計金額を記入。 

 

営業     伊勢崎市                     4,850,000  3,404,745    ０ 

不動産  伊勢崎市今泉町 2 丁目 410    1,360,000        798,800    ０ 

※事業・不動産所得のある人は収支内訳書を添付してください。 
様式は伊勢崎市役所窓口、伊勢崎市ホームページ、国税庁ホームページから取得してください。 

 

経費項目 内  容 経費項目 内  容 

仕入金額 前年中の仕入れに係る金額 修繕費 建物、機械などの維持修理代など 

租税公課 事業税、事業用資産の固定資産税など 消耗品費 事務用品代、その他備品代など 

水道・光熱費 水道、下水道、電気、ガス料金など 給料・賃金 従業員の給料・賃金（専従者給与以外）など 

旅費/通信費 交通費、宿泊費/電話料、切手代など 地代・家賃 土地・店舗の地代、家賃など 

損害保険料 店舗・工場等の火災保険料など 減価償却費 事業用資産の償却費※詳しくは下段 

 
 減価償却費  年数１年以上、取得価額１０万円以上の償却資産は、耐用年数に応じた分を必要経費に算入します。 

項 目 内  容 

㋐取得価額 購入代価、買入手数料、搬入費、据え付け費などの合計額 

㋑償却率 耐用年数に応じて定められている償却率 

㋒償却期間 
資産を月の途中で取得・譲渡・取壊しをした場合、その月を 1

月として計算する。 

㋔事業割合 事業に使用している割合 

㋖未償却残高 
前年中に取得した資産は㋐から㋓を減じた額。前々年以前

に取得した資産は、未償却残高から㋓を減じた額。 

 

【 計算方法 】 

◎平成 19 年 4 月１日以後に取得した資産の場合   

㋓本年分償却費＝㋐取得価額×㋑償却率×㋒償却期間  

㋕本年分必要経費＝㋓本年分償却費×㋔事業割合  

◎平成 19 年３月 31 日以前に取得した資産の場合 

㋓本年分償却費＝㋐取得価額×残存割合(0.9)×㋑×㋒ 

㋕本年分必要経費＝㋓本年分償却費×㋔事業割合 

※償却可能限度額まで達した場合、その翌年以後 5 年間において 

未償却残高が１円になるまで均等償却します。 

 一括償却資産   

10 万円以上 20 万円未満の資産については、その全部また 

は特定の一部の取得価額を一括して合計額を算出し、以後 

３年間の各年分において合計額の３分の１に相当する金額 

を必要経費に算入できます。 

 少額な減価償却資産  

使用可能期間が１年未満または取得価額が 10 万円未満

の資産は全額が必要経費になります。 
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種 類 概 要 

ア① 営業等 製造、飲食、サービス、外交員、検針員 など※申告書裏面「７ 事業・不動産所得に関する事項」もご記入下さい 

イ② 農業 農産物の生産、家畜の飼育 など ※申告書裏面「７ 事業・不動産所得に関する事項」もご記入下さい 

ウ③ 不動産 地代、家賃、駐車場 など ※申告書裏面「７ 事業・不動産所得に関する事項」もご記入下さい 

エ④ 利子 公社債、預貯金の利子 など 

オ⑤ 配当 株式・出資金などの配当金、証券投資信託の収益分配金 など 

カ⑥ 給与 給料、賃金、賞与 など  

雑 

キ⑦ 公的年金等 
厚生年金、国民年金、恩給 など（遺族年金、障害年金は非課税収入です） 

※非課税収入のみの場合は、申告書裏面「１６ 収入がなかった人の記入欄」をご記入下さい（詳しくは 3ページ） 

ク⑧ 業務 

ケ⑨ その他 

業 務：事業によらない原稿料・講演料・印税、シルバー人材センターからの配分金 など 

その他：互助年金、生命保険契約に基づく年金（個人年金） など 

総合 

譲渡 

コ⑪ 短期 譲渡した年の 1 月 1 日において所有期間が５年以下の、機械・車両などの譲渡 

サ⑪ 長期 譲渡した年の 1 月 1 日において所有期間が５年を超える、機械・車両などの譲渡 

シ⑪ 一時 生命保険の一時金・満期返戻金、懸賞の当選金品、競馬・競輪などの払戻金 など 

※ 

分離 

課税 

短期譲渡 取得の日から譲渡の日までの所有期間が５年以下の、土地・建物などの譲渡 

長期譲渡 取得の日から譲渡の日までの所有期間が５年を超える、土地・建物などの譲渡 

一般株式等譲渡 上場株式等以外の株式などの譲渡 

上場株式等譲渡 上場株式、特定公社債などの譲渡 

上場株式等配当 申告分離課税を選択した、上場株式等の配当 など 

先物取引 先物取引 

山林 山林を伐採して譲渡または山林を立木のまま譲渡すること 

申告書項目の説明 

１ 収入金額等 ２ 所得金額 

 

【給与所得速算表】 

 

【公的年金等に係る雑所得速算表】  

 

※公的年金以外の合計所得金額が 1,000 万円を超える場合、所得額 10 万円増額 
      〃            が 2,000 万円を超える場合、所得額 20 万円増額 

 

給与収入額 所得金額 給与収入額 所得金額 

～1,618,999 円 収入金額－550,000 円 1,628,000 円～1,799,999 円 給与収入の合計額

を４で割り、千円

未満を切捨て 

×2.4＋100,000 円 

1,619,000 円～1,619,999 円 1,069,000 円 1,800,000 円～3,599,999 円 ×2.8－80,000 円 

1,620,000 円～1,621,999 円 1,070,000 円 3,600,000 円～6,599,999 円 ×3.2－440,000 円 

1,622,000 円～1,623,999 円 1,072,000 円 6,600,000 円～8,499,999 円 給与収入×0.9－1,100,000 円 

1,624,000 円～1,627,999 円 1,074,000 円 8,500,000 円～ 給与収入－1,950,000 円 

 

年齢 公的年金収入額 所得金額 年齢 公的年金収入額 所得金額 

65歳未満の人 

※昭和 3５年 

１月２日 

以後生まれ 

～1,299,999 円 収入－600,000 円 
65歳以上の人 

※昭和 3５年 

１月１日 

以前生まれ 

～3,299,999 円 収入－1,100,000 円 

1,300,000 円～ 

4,099,999 円 
収入×0.75－275,000 円 

3,300,000 円～ 

4,099,999 円 
収入×0.75－275,000 円 

4,100,000 円～ 

7,699,999 円 
収入×0.85－685,000 円 

4,100,000 円～ 

7,699,999 円 
収入×0.85－685,000 円 

 

※分離課税に係る所得を申告する場合は別途「市民税・県民税申告書（分離課税用）」を提出して下さい。 

 

所得金額調整控除 ※下記の(1)(2)の両方に該当する場合、(1)の控除後に(2)を控除します 

(1)給与等の収入金額が 850 万円超かつ次のいずれかに該当する場合、給与等の収入金額(上限 1,000 万円)から 850 万

円を控除した金額の 10％に相当する金額が、給与所得の金額から控除されます。 

   ①本人が特別障害者    ②23 歳未満の扶養親族を有する   ③特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する 

(2)給与所得および公的年金等に係る雑所得の金額があり、それらの合計額が 10 万円を超える場合、給与所得の金額から以

下の計算式により算出した金額を控除します。 

  【 計算方法 】 給与所得金額(上限 10 万円)＋公的年金等に係る雑所得(上限 10 万円)－10 万円 
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種 類 概 要 

⑬社会保険料控除 
自己または生計を一にする親族のために支払った場合（国民健康保険税、国民年金保険料など） 

※口座引き落としの場合は口座名義人、年金から引き去り分は本人しか使えません 

⑭ 小規模企業共済等 

掛金控除 

小規模企業共済制度に基づく掛金、確定拠出年金法に基づく企業型年金加入者掛金、または個人型年金

加入者掛金、もしくは心身障害者扶養共済掛金を支払った場合 

⑮ 生命保険料控除 
生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料を支払った場合 

※申告書表面３⑮の該当部分に、それぞれの合計額を記入してください ※控除額は 8ページをご確認下さい 

⑯ 地震保険料控除 
損害保険契約などに係る地震等損害部分の保険料を支払った場合 

※申告書表面３⑯の該当部分に、それぞれの合計額を記入してください ※控除額は 8ページをご確認下さい 

⑰ 寡婦控除 

⑱ ひとり親控除 

ひとり親：30 万円 ※夫（未届）、妻（未届）がいる場合は対象外です 

婚姻歴の有無や性別に関わらず、総所得金額等が 48 万円以下の生計を一にする子を有し、自己の合計所得金額が 500

万円以下のひとり親 

寡 婦：26 万円 

・夫と離別後再婚しておらず、子以外の扶養親族を有し、自己の合計所得金額が 500 万円以下の場合 

・夫と死別後再婚しておらず、自己の合計所得金額が 500 万円以下の場合 

⑲ 勤労学生控除 

勤労学生：26 万円 

大学や専修学校の学生で、自己の勤労による給与所得等（事業、給与、退職、雑所得）の合計所得金額が 75 万円以

下、かつ給与所得等以外の所得金額が 10 万円以下の場合 

⑳ 障害者控除 

自己または生計を一にする同一生計配偶者や扶養親族が障害者である場合 

(1)普通障害者：26 万円 ※特別障害者に該当しない人 

(2)特別障害者：30 万円 ※身体障害者手帳 1・2 級、精神障害者保健福祉手帳 1 級、療育手帳 A など 

(3)同居特別障害者：53 万円 ※(2)に該当し、自己または自己と生計を一にする親族と同居を常としている人 

㉑ 配偶者控除 

㉒ 配偶者特別控除 

⑳自己の合計所得金額が 1,000 万円以下で、生計を一にする配偶者の合計所得金額が 48 万円以下の場合 

㉑     〃            、生計を一にする配偶者の合計所得金額が 48 万円超 133 万円以下の場合 

※詳しくは９ページをご確認下さい 

㉓ 扶養控除 
自己と生計を一にする親族の合計所得金額が 48 万円以下の場合（他の人の扶養親族、事業専従者以外） 

※詳しくは９ページをご確認下さい 

㉔ 基礎控除 

自己の合計所得金額が 2,500 万円以下の場合（2,500 万円を超えた場合は適用されません） 

・2,400 万円以下：43 万円 

・2,400 万円超 2,450 万円以下：29 万円 

・2,450 万円超 2,500 万円以下：15 万円 

㉖ 雑損控除 

災害、盗難、横領により住宅や家財などに損害を受けた場合 

・（損害金額－保険金等の補填額）－（総所得金額等の合計×10％） 

・（損害金額－保険金等の補填額）のうち災害関連支出の金額－５万円 

【必要書類】災害関連支出の領収書、損失額の明細書、り災証明書 など 

㉗ 医療費控除 
自己または生計を一にする親族のために医療費を支払った場合 

・（支払った医療費額－保険金等の補填額）－（総所得金額の５％もしくは 10 万円の少ない方）＝控除額 

 

 

 

 

 

 

３・４ 所得控除（控除を受けるためには控除証明書の添付もしくは提示が必要です） 

いずれか多い方の金額 

＝控除額 

１１ 事業専従者に関する事項  

生計を一にする親族（15 歳未満、同一生計配偶者、扶養親族を除く）が、１年のうち６か月を超える期間を事業に専ら従事 

している場合 ※該当する場合、申告書「１１ 事業専従者に関する事項」にご記入下さい 

(1)事業専従者控除前の事業所得÷（事業専従者の人数＋１） 

(2)配偶者：86 万円  配偶者以外：50 万円 

※事業専従者となる場合、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除の対象とする事はできません 

いずれか少ない方の金額 

 



8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓑ＋Ⓓ（最高 28,000円） 

         

 

 円 

 

Ⓑのみの場合、最高 35,000 円 

 

生命保険料・介護医療保険料・個人年金保険料の計算 ※控除証明書の契約区分をご確認下さい 

平成 23 年 12 月 31 日以前に締結した契約(旧契約)と、平成 24 年 1 月 1 日以後に締結した契約(新契約)があります。 

【平成23年12月31日以前に締結した契約(旧契約)】 

【平成 24 年 1 月 1 日以後に締結した契約(新契約)】 

支払金額 Ⓐ控除額(最高 35,000 円) 

～15,000 円 
 

円 

15,001 円～ 

40,000 円 

 

円 

40,001 円～ 
 

円 

 

㋐の金額 

 

 
 

㋐×0.5＋7,500 円  
 

 
 

㋐×0.25＋17,500 円 

㋔介護医療保険料支払額 

合計         

 

 円 

 

地震保険料 

①地震保険料 ②旧長期損害保険料 の両方もしくはどちらか一方を含んだ契約が複数ある場合、控除額が有利な方を選択

する事ができます。ただし両方を含んだ契約については、どちらか一方の支払保険料しか選択できません。 

保険料区分 支払金額 控除額 

①地震保険料 
～50,000 円 支払金額×0.5 

50,001 円～ 25,000 円 ※限度額 

②旧長期損害保険料 

～5,000 円 支払金額全額 

5,001 円～ 

15,000 円 
支払金額×0.5＋2,500 円 

15,001 円～ 10,000 円 ※限度額 

①と②の両方ある場合 ①と②の合計が地震保険料控除額(最高 25,000 円) 

 

生命保険料控除額 

(最高 70,000円) 

 

円 

 

㋐旧生命保険料支払額 

合計         

 

 円 

 

㋑旧個人年金保険料支払額 

合計         

 

 円 

 

㋒新生命保険料支払額 

合計         

 

 円 

 

㋓新個人年金保険料支払額 

合計         

 

 円 

 

Ⓑ控除額(最高 35,000 円) 

 

円 

 

円 

 

円 

 

㋑の金額 

 

 
 

㋑×0.5＋7,500 円  
 

 
 

㋑×0.25＋17,500 円 

支払金額 Ⓒ控除額(最高 28,000 円) 

～12,000 円 
 

円 

12,001 円～ 

32,000 円 

 

円 

32,001 円～ 
 

円 

 

㋒の金額 

 

 
 

㋒×0.5＋6,000 円  
 

 
 

㋒×0.25＋14,000 円 

Ⓓ控除額(最高 28,000 円) 

 

円 

 

円 

 

円 

 

㋓の金額 

 

 

㋓×0.5＋6,000 円  
 

 
 

 

㋓×0.25＋14,000 円 

Ⓔ控除額(最高 28,000 円) 

 

円 

 

円 

 

円 

 

㋔の金額 

 

 
 

㋔×0.5＋6,000 円  
 

 
 

㋔×0.25＋14,000 円 

Ⓐのみの場合、最高 35,000 円 

 

Ⓐ＋Ⓒ（最高 28,000円） 

         

 

 円 

 

Ⓔ（最高 28,000円） 

         

 

 円 
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配偶者控除/配偶者特別控除 

自己の合計所得金額および配偶者の合計所得金額により、控除額が変動します。 

    自己の合計所得金額 

 

配偶者の合計所得金額 

900万円以下 
900万円超 

950万円以下 

950万円超 

1,000万円以下 

（参考）配偶者の収入が給与のみ 

の場合の給与収入額 

配
偶
者
控
除 

～480,000 円 33 万円 22 万円 11 万円 

～1,030,000 円 
※老人控除対象 

配偶者 
38 万円 26 万円 13 万円 

配
偶
者
特
別
控
除 

480,001 円～ 

1,000,000 円 
33 万円 22 万円 11 万円 

 1,030,001 円～ 

1,550,000 円 

1,000,001 円～ 

1,050,000 円 
31 万円 21 万円 11 万円 

 1,550,001 円～ 

1,600,000 円 

1,050,001 円～ 

1,100,000 円 
26 万円 18 万円 9 万円 

 1,600,001 円～ 

1,667,999 円 

1,100,001 円～ 

1,150,000 円 
21 万円 14 万円 7 万円 

 1,668,000 円～ 

1,751,999 円 

1,150,001 円～ 

1,200,000 円 
16 万円 11 万円 6 万円 

 1,752,000 円～ 

1,831,999 円 

1,200,001 円～ 

1,250,000 円 
11 万円 8 万円 4 万円 

 1,832,000 円～ 

1,903,999 円 

1,250,001 円～ 

1,300,000 円 
6 万円 4 万円 2 万円 

 1,904,000 円～ 

1,971,999 円 

1,300,001 円～ 

1,330,000 円 
3 万円 2 万円 1 万円 

 1,972,000 円～ 

2,015,999 円 

1,330,001 円～ 控除適用なし 2,016,000 円～ 

※老人控除対象配偶者：昭和３０年１月１日以前生まれの配偶者のことです。 

扶養控除 ※既に他の人の税法上扶養になっている人、専従者給与を貰っている人は扶養になれません 

生計を一にする親族で合計所得金額 48 万円以下の人を扶養している場合、扶養親族の年齢・条件により控除額が変動します。 

 

区 分 条 件 控除額 

特定扶養 平成 14 年１月２日～平成 18 年１月１日生まれ 45 万円 

老人扶養  昭和 30 年１月１日以前生まれ 38 万円 

 同居老親等 自己または配偶者の直系尊族で同居している場合 45 万円 

年少扶養※ 平成 21 年１月２日以後生まれ なし 

一般扶養 上記以外 33 万円 

※年少扶養について、扶養とする場合は申告が必要です。また、控除額はありませんが、障害者控除は適用されます。 

 

同一生計配偶者 ※既に他の人の税法上扶養になっている人、専従者給与を貰っている人は扶養になれません 

自己の合計所得金額が 1,000 万円超で、配偶者の所得金額が 48 万円以下の場合、控除額はありませんが扶養親族として

扱う事ができます。また、配偶者が障害者控除に該当する場合、障害者控除の適用を受ける事ができます。 
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✔ 

✔ 
 

✔ 

 

伊勢崎太郎     ■■病院                              20,000      5,000 

伊勢崎花子     ■■病院                       50,000 

伊勢崎太郎     ▲▲薬局                        8,000 

医療費控除とは 

自己または生計を一にする親族のために支払った医療費が前年中にある場合、次の計算式で算出した金額を医療費控除として

所得金額から差し引く事ができます。また、医療費控除を受けるためには、「医療費控除の明細書」の添付が必須です。 

※支払った医療費が戻ってくる制度ではありません。高額医療、限度額認定等はお使いの保険証の担当にご確認下さい。 

※非課税（税額が０円）の方は、医療費控除について申告をする必要はありません。 

 

【 計算方法 】 (支払った医療費額－保険金等の補填額)－(総所得金額の５％もしくは 10 万円の少ない方)＝控除額 

医療費控除を受ける場合は「医療費控除の明細書」の添付が必須です 

記載内容について医療保険者から交付を受けた「医療費のお知らせ」を添付する場合、医療機関名等の明細の記入を省略でき

ます。なお、領収書等は申告書に添付せず、ご自宅で５年間保管をして下さい。 

 

 

【 医療費控除の明細書の記載例 】 

医療保険者から交付された「医療費のお知らせ」を

添付する場合、ご記入下さい。 

※お知らせに記載されていない部分は、領収書等を

確認し下欄にご記入下さい。 

医療を受けた人、医療機関ごとに記入して下さい。 

セルフメディケーション税制とは 

医療保険者が実施する健康診断の受診やインフルエンザ等の予防接種、健康の保持増進および疾病の予防として一定の取り組

みを行っている人が、自己または生計を一にする親族のために前年中にドラッグストアなどで特定一般用医薬品（領収書にセルフ

メディケーション税制の対象商品である旨の識別マークが表示されたものが対象）などの購入のために支払った金額がある場合は、

次の計算式で算出した金額を医療費控除として所得金額から差し引くことができる制度です。申告する場合には、セルフメディケー

ション税制用の明細書の添付が必須です。領収書は、添付または提示は不要ですが、自宅で５年間保管する必要があります。 

 

【 計算方法 】 (支払った対象医薬品の購入額－保険金等の補填額)－12,000 円＝控除額（限度額 88,000 円） 

医療費控除について 
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